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群馬県・2025年「新設法人」動向調査 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに

帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成してお

ります。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的

利用を超えた複製および転載を固く禁じます。  
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2025 年（1-12 月）に群馬県内で新たに設立された法人は 1465 社（前年比 6.7％減）とな

り、2 年連続で減少した。2025 年に新設された法人の代表者の平均年齢（起業者平均年齢）は

50.7 歳と、2000 年以降で最高齢を更新した。現役を引退したシニア層など多様な世代へ起

業の門戸が開かれており、新たに市場へと参入する企業の増加が続いている。 

 

株式会社帝国データバンク群馬支店は、保有する企業データベースのほか、登記情報などを基に 2025 年に群馬県で新設された

法人を対象に調査を行った。  

[注]設立時点の代表者情報や本社情報は、最新情報を加味したデータベースを基に、算出・推計した。2021 年～2025 年の 5

年間のデータについては、最新のデータを基に再集計している  

  

SUMMARY 

2026/08/10  

代表者（起業）の平均年齢は 50.7 歳、過去最高 

2025 年の「新設法人」 

群馬県は 1465 社 

2 年連続で減少 
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清水   潤     （支店長）  

横井幸一郎  （調査担当）  

帝国データバンク  群馬支店  
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群馬県・2025年「新設法人」動向調査 

2025 年の「新設法人」 群馬県内は 1465 社  

 2025 年（1-12 月）に群馬県で設立された新設法人は 1465 社となり、前年を 6.7％下回った。2000

年以降の最多を記録した 2023 年（1585 社）から 2024 年（1571 社）、2025 年と 2 年連続で減少す

るかたちとなった。2023 年、インボイス（適格請求書）制度への対応を目的に法人格を取得する小規模事

業者の需要が一巡したほか、設立が容易な合同会社が減少に向かったことも影響した可能性がある。 

 なお、2025 年における群馬県企業の休廃業・解散件数（1010 件）、倒産件数（124 件）を合わせた退出

企業数（1134 件）と比較すると、新設法人数は約 1.3 倍となった。 

群馬県  新設法人数  起業者年齢  推移（2000 年～2025 年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「シニア起業」拡大 起業年齢は平均 50.7 歳、過去最高 

 

 代表者年齢（判明分）をみると、2025 年に新設された法人の代表者の平均年齢（起業者平均年齢）は

50.7 歳（※速報値）だった。前年の 48.8 歳から 1.9 歳上昇し、2000 年以降で最高齢を更新した。起業・

法人化する代表者の年齢は急速に上昇している。2025 年における群馬県企業の代表者の平均年齢

（61.2 歳）、休廃業・解散となった企業の平均年齢（71.9 歳）と比べると低位にあるものの、上昇幅は大き

い。  

群馬県新設法人数　推移（2000年～）
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[注1] 2026年4月時点の企業データベースに基づく。過去5年分については最新のデータを基に遡って集計している

[注２] 創業設立時の判断は、法人＝設立年。2025年の起業年齢は26年4月時点の判明分に基づく速報値
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群馬県・2025年「新設法人」動向調査 

群馬県  新設法人  休廃業・解散  企業の代表者平均年齢  推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「株式会社」と「合同会社」で 92.8％を占める 

 法人格別にみると、「株式会社」が最も多く 933 社（構成比 63.69％）となった。次に低コストでの設立が

可能で、利益配分面などで経営の自由度が高い「合同会社」が 427 社（同 29.15％）で続いた。この結果、

株式会社と合同会社で 92.84％となり全体の 9 割を超えた。  

 

法人格別  新設法人数  推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社数 構成比 前年比 社数 構成比 前年比

1,465 100.00% ▲6.7% 1,571 100.00% +6.4%

株式会社 933 63.69% ▲7.2% 1,005 63.97% ▲6.4%

合同会社 427 29.15% ▲5.3% 451 28.71% +16.5%

社団法人 46 3.14% ▲19.3% 57 3.63% ▲1.7%

特定非営利活動法人 24 1.64% ▲11.1% 27 1.72% ▲25.0%

医療法人 12 0.82% +500.5% 2 0.13% ▲80.0%

協同組合 7 0.48% +600.9% 1 0.06% ▲75.0%

行政書士法人 7 0.48% +600.6% 1 0.06% -

社会保険労務士法人 2 0.14% ▲71.3% 7 0.45% +250.0%

税理士法人 2 0.14% ▲74.9% 8 0.51% +300.0%

財団法人 1 0.07% ▲66.4% 3 0.19% +0.0%

２０２5年 2024年

 [注２] 起業当時の代表者における生年月日情報を基に帝国データバンクが推計

[注1] 2025年の新設法人は2026年4月時点の企業データベースに基づく速報値。

　　　　 過去5年間の数値は最新データを基に遡って再計算を行っている
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群馬県・2025年「新設法人」動向調査 

「高崎市」がトップ、上位 4 市で全体の 3 分の 2 を占める 

  市区郡別（本社所在地、設立当時）にみると、最多は「高崎市」の 335 社だった。以下、「前橋市」（261

社）、「伊勢崎市」（196 社）、「太田市」（189 社）と続いた。前年からの増加率が最も高いのは「富岡市」

（57.1％）となり、次いで「邑楽郡」（23.0％）、「沼田市」（16.7％）と続いた。一方で、前年からの減少率が

最も高かったのは「館林市」で、24.6％減（61 社→46 社）だった。以下、「北群馬郡」（22.6％減）、「みど

り市」（20.7％減）が続いた。 （※対象：2025 年における新設法人が 20 社以上の市区郡） 

 

市区郡別  新設法人数  推移  （2025 年における新設法人が 20 社以上）  

 

 

まとめ   

 2025 年、群馬県の新設法人数は 2 年連続で減少した。近年は新しいビジネスを展開する「起業」に加え、

給与収入の延長線上で副業的に事業活動を行う「パートタイム」起業、定年退職でリタイアしたシニア層の

「1 人起業」といったスモールビジネス化により起業の中身は多様化している。倒産や休廃業・解散など市場

を去った企業数が高水準で推移する中、それらを上回る法人新設があり、新陳代謝の動きを示すともいえ

るが、新設法人が軌道に乗れるかどうかには課題が残る。 

政府による「スタートアップ育成 5 か年計画」をはじめ、ベンチャーキャピタルや大企業、自治体など官民

一体となった起業支援が拡充している。加えて、地域金融機関を中心に新設法人に対する経営者保証を不

要とした創業融資の導入、事業計画の策定支援や販路開拓支援など、創業後の経営サポートも強化されて

いる。創業初期における資金調達や経営面の不安を軽減する仕組みが展開、創業に対する心理的・金銭的

ハードルが低下することで、「起業は特別なものではなく身近な選択肢」という認識が広がりつつある。今後

も官民による支援が継続されれば、革新的な技術やアイデアを持つ人材の挑戦を後押しし、新たなビジネス

や雇用の創出を通じて地域経済の成長にプラスの効果をもたらすことが期待される。なお、創業件数だけで

なく、創業企業が持続的に成長できる環境整備も重要な課題となる。 

社数 構成比 前年比 社数 構成比 前年比 社数 構成比 前年比

1,465 100.00% ▲6.7% 1,571 100.00% ▲0.9% 1,585 100.00% +7.4%

高崎市 335 22.87% ▲4.0% 349 22.22% +2.9% 339 21.39% +7.3%

前橋市 261 17.82% ▲13.9% 303 19.29% +1.3% 299 18.86% ▲2.9%

伊勢崎市 196 13.38% +1.6% 193 12.29% ▲8.1% 210 13.25% +13.5%

太田市 189 12.90% ▲14.9% 222 14.13% +12.1% 198 12.49% +2.6%

桐生市 80 5.46% ▲9.1% 88 5.60% +20.5% 73 4.61% ▲8.8%

邑楽郡 75 5.12% +23.0% 61 3.88% ▲26.5% 83 5.24% +40.7%

館林市 46 3.14% ▲24.6% 61 3.88% ▲9.0% 67 4.23% +42.6%

藤岡市 40 2.73% +2.6% 39 2.48% +2.6% 38 2.40% +15.2%

吾妻郡 35 2.39% ▲14.6% 41 2.61% +10.8% 37 2.33% ▲7.5%

渋川市 32 2.18% ▲3.0% 33 2.10% ▲29.8% 47 2.97% +9.3%

安中市 29 1.98% +11.5% 26 1.65% ▲16.1% 31 1.96% +47.6%

沼田市 28 1.91% +16.7% 24 1.53% ▲22.6% 31 1.96% +72.2%

佐波郡 25 1.71% ▲7.4% 27 1.72% +68.8% 16 1.01% ▲27.3%

北群馬郡 24 1.64% ▲22.6% 31 1.97% +3.3% 30 1.89% +3.4%

みどり市 23 1.57% ▲20.7% 29 1.85% +3.6% 28 1.77% ▲22.2%

富岡市 22 1.50% +57.1% 14 0.89% ▲36.4% 22 1.39% +46.7%

２０２5年 ２０２４年 2023年


